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1．はじめに
　日本では，「食生活に関する学習内容を小・中・高
等学校の学習指導要領に位置付けているのは，教科で
は，家庭科，技術・家庭科である。家庭科における食
に関する指導に当たるとともに，小・中学校に配置さ
れる栄養教諭とも連携を図ってそれぞれの職責を果た
し，児童，生徒の豊かな食生活の実践につながる教育
を目指すことが重要である」１）とされている。
　中国では，学校教育の中に教育課程として家庭科を
設置していない。子どもに対する食生活に関する教育
は，学校教育でほぼ行われていない現状にある。
　しかし，近年，小学生の偏食問題や肥満症の問題が
目立ってきており，中国の限られた東部地域では食知
識についての教育が始まっている。
　沈は，『上海教育』２）という月刊雑誌に中国の飲
食教育の教材としての『小学饮食教育读本』（小学校
飲食教育読本）の解説を書いた。この解説を契機に，
2003年上海市静安区教育学院の研究員の陸少明は，小・
中学校の飲食教育の課題を研究し始めた。陸の調査に
よると，現在の小・中学生は飲食知識が乏しく，食品
安全と健康保健食品についての知識がほとんどない。
その調査結果から、小・中学校における食に関する教
育を実施するため，まず『小学饮食教育读本』（小学
校飲食教育読本）を編纂する提案が公表された。2007
年９月に，上海市教育員会は静安区威海路第三小学校
で行った教育研究会をきっかけに,『现代城市小学生
生存能力教育实践研究』（現代都市部において，小学
生における生きる力を育てる実践研究）の研究課題を
出した。
　2007年10月浙江省紹興市の第一中学校に小・中学校
の飲食教育をスタートする式典が行われた。全国規模
の義務教育段階の飲食教育を初めて提出したのであ
る。これは2007年の紹興年鑑３）に記載されていた。
　沈によると，「上海栄養学会の協力の下に東部地域
の飲食教育が開始され，２年間の実践研究を経て，
2009年に『小学饮食教育读本』（小学校飲食教育読本）
の教材が生まれた。この『小学饮食教育读本』（小学
校飲食教育読本）の著者は陸少明，恽瑾である。こ
の飲食教育教材の編纂と開発は『中国居民膳食指南
（2007）』（中国人の食事摂取指針）を参考とし，上海
栄養学会と上海病気予防センターの協力で，教材内容
の設置を決めた。『小学饮食教育读本』（小学校飲食教
育読本）の内容は栄養や食物の摂り方などのほか食品
安全の内容も含めている」２）である。
　袁は，『中国消費者报（2009年10月21日版）』 （中国
消費者報という新聞紙）に「国内首部小学饮食教育读
本走进上海课堂」４）（国内第一部の小学校飲食教育読
本を上海市で初めて使う）という新聞記事を報道し
た。この新聞記事により，2009年9月に上海市静安区
威海路第三小学校では食育の内容を加えた『小学饮食
教育读本』（小学校飲食教育読本）という教材を使い，
飲食教育の授業を正式に必修科目に入れたことがわか
る。同年11月23日から，上海市陳鶴琴小学校，江蘇州
昆山市第一中心小学校，浙江省杭州市和睦小学校，３
か所の小学校だけが飲食栄養教育の授業を続けて行っ
ている。これらのことから，中国における飲食教育の
第一歩を積極的に踏み出した。つまり，中国の東部地
域の小学校における飲食教育の実施が始まっているこ
とが明らかになった。
　
2．本研究の目的
　本稿では，食に関する教育とは日本の小学校におけ
　日本と中国の学校教育に位置付けられている食に関する教育（日本は食育，中国は飲食教育）についての比較分析
を行い，日本の食育経験を踏まえて，中国における飲食教育へ提言したい。中国の飲食教育は食生活に関する教育と
して，食知識，食品安全意識，食品の選択などの向上を目指すと考えられており，義務教育段階の素質教育に組み込
もうとする傾向が見られる。また，栄養，健康及び全社会の食品安全状況などを考えると，飲食教育を全面的に実施・
推進する必要性がある。さらに，今後の学校における食育の推進が期待されている。食育の推進が全国に広がれば，
青少年の食生活問題の改善に期待できる。
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る食育と中国の小学校における飲食教育の二つの内容
を示す。
　本研究では，日中両国における小学校の食育に焦点
をあてて，食に関する教育の政策，内容，現状などの
比較を行い，日本の小学校における食育と中国の小学
校における飲食教育の共通点と異質点を分析し，その
結果から，中国の小学校における食育の全面的に実施
と推進する必要性を提言したい。日本の小学校教育に
おける食育についての取り組みを参考とし，中国の小
学校教育における飲食教育の推進に関して積極的な役
割を果たすことが期待されている。さらに，今後，子
どもたちの食生活に関わる諸問題を改善するため，子
どもたちの心身健康的に発達を支援していくため，両
国との交流などを通じて，両国の学校教育の食育に関
する課題を見出すことにしたい。
　なお，中国の小学校における食に関する教育の発端
としての飲食教育を全面的に推進するため、日本の家
政，家庭科教育の経験を鑑みると考えている。日本の
家庭科における食育の成果や意義から今後の中国の飲
食教育の方向性を探り出してみたい。
　
3．研究方法
　本研究では，日中両国における「食育」に関する論
文として取り上げる範囲を，小学校における食教育に
関して論じているものに関する論文とする。日中両国
における食に関する教育内容，政策，制度，計画等の
論文を分析し，特に小学校教育の範囲で食生活とその
指導及び教育に関する論文を抽出，分析し，比較し，
整理した。中国の飲食教育に関する論文は「中国知网」
という論文検索を利用し，キーワード「飲食教育」を
入力し，関連する論文や図書・雑誌などの学術情報を
収集した。日本のCiNiiも利用し、食育に関する論文
や図書・雑誌などの学術情報も検索し，『日本家政学
会誌』を中心として，食育に関する論文を抽出し，整
理した。
4．日本と中国の食育について
4．1．日本における食育の動き
　日本における食育の経過をまとめたものが表１であ
る。表1の内容参考した文献は森田の「背景と経緯－
｢食育基本法案｣ に関連して－」５）と伊深の「食に関
する家庭科教育の現状と課題」６）である。以上の文
献の内容を整理し，日本における食育の流れを表１に
示した。表１から日本の食育は，内閣府が中心になり，
農林水産省・厚生労働省・文部科学省の３省が共同し
て推進している国民運動であることがわかる。関係行
表1．日本における食育に関する動き年表
年月 内容 付注
1997年９月
「生涯にわたる心身の健康の保持増進のための今後の健康に関する教育及びス
ポーツの振興の在り方について」保健体育審議会答申
文部省
1998年6月 食に関する指導の充実についての通知 文部省
1998年12月
農業体験学習等を推進するため，「文部省・農林水産省連携の基本的方針」に合
意した。
文部省と農林水産省
1999年7月
「食料・農業・農村基本法」（平成11年法律第106号）を受けて,翌年３月に「食料・
農業・農村基本計画」が決定された。
食料・農業・農村政
策審議会
2000年3月
「何をどれだけ，どのように食べたらよいのか」を具体的に実践できる目標とし
て，新たな「食生活指針」を策定した。
文部省，厚生省，農
林水産省
2002年4月
「BSE問題や食品の虚偽表示問題等に関連して，「食」と「農」に関する様々な問
題が顕在化している」との認識のもと，農政改革の設計図として，「食」と「農」
の再生プランを発表した。
農林水産省
2002年11月
３省連携による食育推進連絡会議が設置された。
自民党の政務調査会に「食育調査会」が設置された。
文部科学省，厚生労
働省，農林水産省
2003年7月
食品安全基本法は2003年5月23日に成立し，同年7月1日「食品安全基本法」施
行された。内閣府に食品安全委員会が設置された。
第147回国会
2003年10月
政権公約（マニフェスト）に「食育基本法」制定を盛り込み，同年12月に「食
育基本法案」を策定することを決めた。
自由民主党
2004年1月
第１回食育総合展「ニッポン食育フェア」等を開催した。同年６月からは「日
本版フード・ガイド・ピラミッド」としてわかりやすく図式化する検討を始めた。
農林水産省
2004年2月
厚生労働省雇用均等・児童家庭局長が参集した有識者による「食を通じた子ど
もの健全育成（－いわゆる「食育」の視点から－）のあり方に関する検討会」
厚生労働省
2004年3月
「食育基本法案（参法第９号）」が自民･公明の与党議員共同で参議院に提出され
た。
第159回国会
2004年5月
「学校教育法一部改正案」が成立し，小・中学校において「栄養教諭」の制度を
設置することが決まった。
第159回国会に
文部科学省提出
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政機関等の連携の下，食育として全国的に展開され，
様々な機会を通じて取り組まれた食に関する取組みが
多くある。2000年３省合同で「食生活指針」を提出し
たことに始まり、2002年農林水産省が「食」と「農」
の再生プランで食育の推進に取り組んでいる。2002年，
文部科学省，厚生労働省，農林水産省は，３省連携に
よる食育推進連絡会議を設置し，「食生活の改善や食
品の安全性に関する情報提供等を内容とする“食育”」
を推進していくこととしている。
　2003年には食品安全基本法が施行された。2004年文
部科学省は,「栄養教諭制度」など学校栄養職員に係
る新たな制度を設置した。2005年に食育基本法が成立
し，食育は政府の課題として位置づけられたことも
あり,知育，徳育や体育等を支える基盤として「食育」
が基礎教育となるべきものと位置づけ,「食育」の重
要性を法律的に主張している。
　
4．2．中国における食育の動き
　中国における食育の発展経過をまとめたものを表2
に示した。中国では1997年から国民健康推進のため，
中国栄養学会は「中国居民膳食指南」（中国人の食事
摂取指針）を制定した。その後中国衛生部は2007年に
「中国居民膳食指南」改訂版が公表された。この「中
国居民膳食指南」は中国人の日常食生活の指導方針の
2005年4月 栄養教諭制度発足 文部科学省
2005年6月 骨太の方針2005食育基本法が成立し，同年7月15日から実施された。 第162回国会
2005年６月
「食事バランスガイド」は農林水産省と厚生労働省により決定され，同年7月に
公表した。
農林水産省,厚生労働
省
2006年3月 食育推進基本計画 内閣府
2006年4月
民間主導の「早寝早起き朝ごはん」全国協議会が設立された。文部科学省は「子
どもの生活リズムの向上プロジェクト」をスタートした。
文部科学省
2011年3月
第２次食育推進基本計画食育推進会議では，「第１次基本計画」の食育の推進の
成果と課題を踏まえ，第２次食育推進基本計画が策定された。平成23年度から
27年度までの５年間について定めている。
内閣府
表2．中国における食育に関する動き年表
年月 内容 付注
1997年 「栄養士法」草案検討，「中国居民膳食指針」を制定した。 衛生部，中国栄養学会
2001年12月 「中国食物と栄養発展要綱（2001 ～ 2010）」を公表した。 衛生部，中国栄養学会
2002年3月 「栄養法」法案の制定を提案した。 全国人民代表大会
2003年 小・中学校における飲食教育の課題を研究し始めた。 陸少明，上海市静安区教育学院
2004年3月 「栄養条例」草案を起草した。 衛生部，中国栄養学会
2005年10月 「公共栄養士」という新職業を公表した。 国家労働社会保障部
2006年３月
「国民栄養条例」策定検討会，幼稚園，学校など栄養士の配置を提案
した。
全国人民代表大会，衛生部
2007年9月 「中国居民膳食指針」改訂版を公表した。 衛生部，中国栄養学会
2007年9月
上海静安区威海路第三小学校で教育研究会を行い，『现代城市小学生
生存能力教育实践研究』（現代都市部において，小学生における生き
る力を育てる実践研究）の研究課題を出した。
上海市教育員会と上海栄養学会
2007年10月 小・中学校の飲食教育をスタートする式典 浙江省紹興市の第一中学校
2008年10月
「生存教育现代城市小学生的必修课」（現代都市部において，小学生
は生きる力を育てる授業を必修する）の論文を発表した。
陸少明，恽瑾『新課程』教育雑
誌
2009年２月 「中国食品安全法」審議，同年6月1日に実行された。 全国人民代表大会
2009年8月 『小学饮食教育读本』（小学校飲食教育読本）という教材が誕生した。 恽瑾，陸少明
2009年9月
『小学饮食教育读本』（小学校飲食教育読本）という教材を使い，飲
食教育の授業は正式に必修科目に入れられた。
上海市静安区威海路第三小学校
2009年10月
新聞記事：「国内首部小学饮食教育读本走进上海课堂」（国内第一部
の小学校飲食教育読本を上海市で初めて使う）
袁微，中国消費者报の報道 
2009年11月
上海市陳鶴琴小学校，江蘇州昆山市第一中心小学校，浙江省杭州市
和睦小学校の３か所小学校で飲食栄養教育の授業を行っていた。
袁微，中国消費者报の報道
2010年
「中国食物と栄養発展要綱（2011 ～ 2020）」の編纂を開始し，栄養発
展の目標を立てた。
衛生部，中国栄養学会
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基礎として，広く認められている。健康飲食の生活理
念と健康意識を高めていく狙いがある「中国居民膳食
指南」は,中国の食育の発端と言える。「栄養士法」，「栄
養法」，「栄養条例」，「食品安全法」などの制定や，食
育の法律的整備が進んでいる。中国の食育は政府の課
題として，社会的に推進する必要がある。中国の飲食
教育には前提条件として，安全，衛生，栄養三つの要
素がある。中国小・中学校の飲食教育の課題を研究し
た陸少明は2009年に『小学饮食教育读本』（小学校飲
食教育読本）という教材を作り出した。飲食教育を正
式に学校の必修科目に入れ，食品を識別する能力，栄
養バランス，いい食生活習慣，健康食品などに関する
教育を提唱している。
5．学校教育における食育
　日本では，「食育基本法」７）により，「食育は，生
きる上での基本であって，教育の三本の柱である知育，
徳育，体育の基礎となるべきもの」，そして学校教育
の中核であると位置づけられている。
　中国の「素質教育」（資質教育）は「中国教育改革
与发展纲要」8）（中国教育の改革と発展に関する要綱）
により，「素質教育」の特徴が生徒の思想，道徳，文化，
科学，労働技能と身体心理などの素質を向上させる教
育とされている。素質教育の中に生存能力の教育と飲
食教育も組み入れることにより，生徒が社会の発展に
順応し、自身の生活にも有利に，また，生徒の資質の
全面的な発達を促すため、学校の教育は単なる知育だ
けでなく，徳育，体育，美育等を有機的に関連づけて
学生の全面的な発達を促そうとする教育の実施が求め
られている。
　
5．1．日本の学校教育における食育の位置付け
　2005年には，生きる上での基本であり，知育，徳育
及び体育の基礎となるべきものと食育を位置付け，国
民の食育の推進に関する取組を総合的かつ計画的に推
進するため「食育基本法」が制定された。同法に基
づき，2006年に「食育推進基本計画」９）が策定され，
子どもの健全な食生活の実現と豊かな人間形成を図る
ため，学校における食育を推進するとともに，地域や
社会を挙げて子どもに対する食育を積極的に推進する
ことが求められている。
　「食育基本法」が施行され，学校全体で食育に取り
組む体制が確立していく上で，新たに新設された栄養
教諭や，それまで学校給食などに関わり食に関する
様々な教育に携わっている人たちとともに，家庭科教
諭・担当者も重要な役割を果たす必要が生まれてきて
いる。
　
5．2． 中国の学校教育における食に関する教育内容
の位置付け
　中国の「素質教育」（資質教育）という理念は「中
国教育改革与发展纲要」（中国教育の改革と発展に関
する要綱）により明確に示された。義務教育段階（小・
中学校）が「応試教育」（受験教育）を改め，国民の
素質を全面的に高め，すべての子どもに向かい，全面
的に学生のモラル，文化知識，科学技術，労働技能や
身体・心理素質を高める教育へと転換し，子どもたち
の生き生きとした，活発的な成長を促すべきであると
した。「素質教育」とは，生徒の思想，道徳，文化，
科学，労働技能と身体心理などの素質を向上させる教
育のことである。
　「学校の教育は単なる知育だけでなく，徳育，体育，
美育等を有機的に関連づけて学生の全面的な発達を促
す教育の実施が求められている。「素質教育」の課程
標準においては，「知識と技能」「プロセスと方法」「感
情態度と価値観」などの視点から目標が設定された。
要するに，知識・技能の習得にとどまらず、その方法
とプロセスも理解させ，しかるべき態度や価値観も形
成することがねらいである。そして，学校と社会とが
密接に連携し合うことで，生徒の社会に対する責任感
を涵養することや，情報技術を利用する意識と能力も
育つこと，そして，労働と技術，生活の基礎，基本の
技能も身につくことが期待されている」10）。
　「义务教育劳动课准则」11）（義務教育労働課程の準則）
によると，小学校における労働技術教育の目的は，生
活の自立のために，生活の中に基本的労働技能を学び，
生活労働に主体的に参加し，新しいものを作り出す興
味を育成し，生徒の創造的精神と実践的能力の育成に
重点をおいて，労働技術教育と社会実践活動を加える
ことにより，生徒の全面的な発達と健全な成長を促す
ことである。
　小学校の労働課では，子どもが家事労働，簡単な生
産労働，社会的公共労働，生活の体験を前提として，
基本的労働知識，技能を獲得し，勤労の価値観，より
良い生活習慣を養成するための内容として，労働と技
術教育の課程が開設されている。
　以上の「労働と技術」の設置科目には，食に関する
内容が含まれており，教育内容に食育の意識を入れ込
んでいく傾向がある。
　中国では，日本のような食育推進政策は制定されて
いない。素質教育として，全体的に生徒の心身発達を
向上させる教育として，「飲食教育」は学校素質教育（資
質教育）の重要な不可欠な一部分に認められ，重視さ
れる必要がある。全体的に「素質教育」を推進するた
め，教育課程の体系に「飲食健康教育」を採り入れる
必要があると指摘されている。
　
5．3．日本と中国の学校教育における食に関する教
育位置付けの比較
　日本の教育基本法12）（平成18年12月22日法律第120
号）では，教育の目的は次のように示されている。（　
は筆者による）
第一条　教育は，人格の完成を目指し，平和で民主
的な国家及び社会の形成者として必要な資質を備え
た心身ともに健康な国民の育成を期して行われなけ
ればならない。
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　日本の学校教育法第28条において，「栄養教諭は，
児童の栄養の指導及び管理をつかさどる。」とされ，
学校栄養職員が行っている栄養管理や衛生管理等の学
校給食の管理に加えて，食に関する指導を一体的に扱
うことが期待されている。
　日本の食育基本法７）（平成17年6月17日法律第63号）
では，前文で次のように述べている。（　は筆者による）
　二十一世紀における我が国の発展のためには，子
どもたちが健全な心と身体を培い，未来や国際社会
に向かって羽ばたくことができるようにするととも
に，すべての国民が心身の健康を確保し，生涯にわ
たって生き生きと暮らすことができるようにするこ
とが大切である。
　子どもたちが豊かな人間性をはぐくみ，生きる力
を身に付けていくためには，何よりも「食」が重要
である。
　今，改めて，食育を生きる上での基本であって，
知育，徳育及び体育の基礎となるべきものと位置付
けるとともに，様々な経験を通じて「食」に関する
知識と「食」を選択する力を習得し，健全な食生活
を実践することができる人間を育てる食育を推進す
ることが求められている。
　もとより，食育はあらゆる世代の国民に必要なも
のであるが，子どもたちに対する食育は，心身の成
長及び人格の形成に大きな影響を及ぼし，生涯にわ
たって健全な心と身体を培い豊かな人間性をはぐく
んでいく基礎となるものである。
　日本で，2005年に成立した食育基本法においては，
生きるための基本的な知識であり，知識の教育，道徳
教育，体育教育の基礎となるべきもの，と位置づけら
れている。
　以上の内容により，日本の食育は，生きる上での基
本であり，教育の三本の柱である知育，徳育，体育の
基礎となるべきものだということがわかった。食育の
大きな目的は，子どもたちが健全な心と身体を培い，
豊かな人間性を育み，生きる力を身につけていくこと
をわかった。教育の目的も人格の完成と心身健康を目
指している。以上の内容を，次の図１に示した。
心身の健康と豊かな人間性，人格形成
知育 徳育 体育
食育
図1．日本における教育三本の柱と食育の関連図
　　
　中国では，1999年2月に公布された「面向21世纪教
育振兴行动计划」13）（21世紀に向かう教育振興行動計
画）により，学校の教育は単なる知育だけでなく，徳育，
体育，美育等を有機的に関連づけて学生の全面的な発
達を促そうとする教育の実施が求められている。特に
徳育を強化し，体育と美育も重視し，かつ，労働技能
教育と心身の健康教育を実施する。
　「中国教育改革与发展纲要」（中国教育の改革と発展
に関する要綱）では，「素質教育」は生徒の思想，道
徳，文化，科学，労働技能と身体心理等の素質を向上
させる教育と示している。「素質教育」の目標としては，
生徒の資質の全面的な発達を促し，創造的な精神と実
践的な能力を養い，主体的な精神と個性を伸張し，生
涯にわたる発達を促すことである。
　つまり，中国では，「徳育，知育，体育，美育，労育」
等を有機的に関連づけて学生の全面的な発達を促す教
育としている。
　本研究に関連する飲食教育或いは食に関する教育内
容は，まだ独立の教育分野として設置されていない。
労働教育（労育）に組み入れる可能性がある。しかし，
「労働と技術」という労育の授業内容は，食に関する
内容が食物の分類，食物の栽培技術，調理実習などに
偏っており，食生活の領域における教育内容が少なく，
本当に飲食教育とは言えない。中国の東部地域の少数
の小学校では飲食教育を実施している。飲食教育は新
しい教育内容として，これからの位置付けが模索され
ている。以上の内容を示すと図２のようになる。
食に関する教育内容
資質の全面的発達を促す
美育知育 徳育 体育 労育
素質教育(資質教育) 
図2．中国の素質教育と飲食教育の関連図
　　　　
6．学校教育における食育の現状と課題
6．1．日本の家庭科における食育について
　菊谷は家庭科における食育について，「日本の中学
校技術・家庭科（家庭分野）における食に関する指導
については，食事や栄養・食材選択能力などの重要性
と合わせて地域の産物，食文化の理解，基礎的・基本
的な調理の知識と技術などに至るまで総合的にはぐく
むことが必要とされている。さらに新学習指導要領に
おいても，技術・家庭科の特質を生かして食育の充実
を図るようにすることが明記されており，その中で中
学生に必要な栄養量を満たす１日分の献立や地域の伝
統的な食文化や行事食・郷土料理を扱うことが示され
ている。ただ中学生の現状を見てみると，自分で食事
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を整えていることはほとんどなく，出された物を食べ
るか店で好きな物を選んで買って食べるかが多い。こ
のような受動的な食生活の実態を把握して学校の家庭
分野で行う食の授業では，より生徒の生活に近い部分
で役立てられる内容にしたいと考え，実物の提示や調
理の実践などで「本物」を扱い，授業の題材に，行事
食や郷土料理を取り入れて，人間の暮らしを豊かにし
てくれる知恵が豊富にあることが伝わるようにしてい
る。このように身近な生活の課題を主体的にとらえ，
課題の解決を目指すことは，よりよい生活を営む能力
につながるものと確信している。自らの食が健康に
左右することを実感して生活し，自ら食環境の改善に
努めていこうとする態度を養い，これが将来にわたっ
て自立した生活を支える力となることを伝えたい」14）
と述べている。
　文部科学省では，2013年5月，「今後の学校におけ
る食育の在り方に関する有識者会議」を立ち上げ，今
後の学校における食育の在り方について，中長期的な
目標及びそれを実現するための具体的な事業や指導方
法等について検討することとし，次のように示してい
る。
「今後の学校における食育の在り方について」15），「学
校における食育は，栄養教諭を中心として，全職員の
協力のもと，あらゆる教科，時間に行われるべきもの
とされており，具体的な教科・時間としては家庭科，
保健体育科，給食の時間，総合的な学習の時間などが
挙げられている。特に，家庭科，技術・家庭科におい
ては，食に関する指導について家庭科の特質に応じて，
食育の充実に配慮するよう規定されている」。
　野田によると，「日本の家庭科は①戦後から一貫し
て食事の重要性や栄養学的な知識などについて体系的
に指導してきた教科であること。②小学校から高校ま
で，すべての児童・生徒が食について学ぶ教科である
こと。③現在，学校で子どもたちを指導している教員，
保護者，地域の人々の有する食に関する知識の根幹は
家庭科教育が育んだものであるということなどの特徴
があり，他の教科・時間よりも学校における食育に果
たすべき役割は大きい。学校における食育での家庭科
の役割は，食育の中心的教科として，家庭生活の中の
食生活として総合的に食育を捉え，食に関する知識を
体系化し，日常生活において実践できる態度を身に付
けさせることであると考える」16）。また，「家庭科と
して食育に取り組んでいないところ，多方面の要因が
ある。まず，家庭科の中で食育を行う時間が確保でき
ないことが浮かび上がった。栄養教諭の配置との関係
を見ると，栄養教諭がいない学校も多い。栄養教諭の
配置がなければ食育を推進できないという状況ではな
いが、栄養教諭の配置が学校全体の食育推進の大きな
力となっていると言える。特に，栄養教諭がいない学
校では食育を行っている教科・時間として家庭科を挙
げる者が最も多かった。学校の環境面を見ると，体制，
設備，資料，計画，教員の資質，食育に必要な知識が
教員に不足，食育推進の基本として条件十分に整えて
いないこともある。保護者や他の教員との連携など協
力体制面など，多方面の要因との関連が明らかになっ
た。つまり，学校環境や協力体制の整備，全校教員の
研修を進めて行くことが重要である」16）と指摘して
いる。
　日本家庭科教育学会17）は，栄養教諭制度創設にあ
たり，「子どもの食生活の諸問題の解決は，まず，家
庭科教育に充てる時間数を増やしその充実を図ること
にある」としたうえで，「食教育は学校の教育課程の
中に家庭科教育の一部として確固として位置づけてい
る」，「子どもの生活全体を視野に入れた食生活の教育
で既に実績のある家庭科教育との連携を図ることが大
切である」などの意見を公表している。
　竹川は，「食を取り巻く現状を考えると，今回の食
文化の伝承や調理に関する基礎的な知識と技能の習得
のみならず，「食を大切にする心の育成」，「栄養のバ
ランスを考えた食事の摂り方」，「食の安全性の問題」，
「食に関する適切な情報選択能力の育成」，「食を通し
ての人間関係の形成」など，課題は山積しており，学
校教育において，食に関する指導を進めていくには，
教科，領域等の連携を適切に図ることが大切なことで
ある。」18）と指摘している。
　今後は，各教科，領域の目標や指導内容を分析し，
子どもの発達段階に応じた食に関する指導の在り方に
ついて検討を行いたいと考える。
　
6．2．中国の学校教育における「飲食教育」課につ
いて
　上海市静安区教育学院の陸少明は2003年から中国
小・中学校の飲食教育の課題を研究し始めた。陸の研
究論文「小学饮食营养教育校本课程的开发与实施」19）
（小学校における飲食栄養教育課の開発と実施）に発
表した内容によると，中国の飲食教育は主に二つの内
容を定めている。一つは，有害食品に関する知識と内
容である。二つは，健康食品に関する教育内容である。
飲食教育の前提として，まず，有害食品を識別する能
力を培い，ジャンク・フードを遠ざける習慣を身に付
ける。有害食品の危害，有害食品は健康を損なうこと
を知っていた上で，食品の選択できるように，有害食
品の教育を行い，より良い摂食習慣をつけさせる。健
康食品は人の体にいい食べ物である。栄養バランスの
ことを考え，食物の多様性を重視し，摂食の時，食物
の組み合わせることをできるように，健康食品に関す
る教育を提唱している。
　
6．2．1．「飲食教育」の授業内容と特徴
①「飲食教育」の授業特徴
　陸少明の研究論文「小学饮食营养教育校本课程的开
发与实施」19）（小学校における飲食栄養教育課の開発
と実施）によると，「飲食教育」の授業には，三つの
特徴がある。
　一つ，実用性。生徒の身近な生活につながり，生活
の実際に基づいて，教材を作る。自分自身の体の状況
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により，飲食の組み立てが整えっていく。科学的に飲
食の意識を高めていく。生徒はこの学習を通して，疾
病を予防する意識を飲食から生み出していく。自分自
身の体質を向上させる。
　二つ，総合性。飲食教育は単なる食に関する教育で
はない。幅広い内容に及んでいる。教育学の一部分と
して，栄養学，医学，生理学，保健学などにまで及ん
でいる。各学領域及ぶ各教科相互間の関連，交差し，
重なり合い，系統的，統合的な内容とする教育の形で
ある。
　三つ，実践性。飲食教育は単なる知識の伝達や暗記
ではない。日常生活という直接体験，観察，実験など
を行い，問題解決の能力と生活を自立する能力を育て
るとともに，自分の興味・関心に応じた学習に取り組
む。
②「飲食教育」の授業内容
　陸少明，恽瑾は『新課程』という教育雑誌に「生存
教育现代城市小学生的必修课」20）（現代都市部におい
て，小学生は生きる力を育てる授業を必修とする）と
いう論文を発表し，「飲食教育」は，生徒の生活の基
盤となる教育と位置づけている。社会の変化や科学技
術の進展に伴い食生活も大きく変化しているが，飲食
教育の前提として，日常生活におけるより良い食習慣
を身に付けさせ，健康を守るために有害食品の識別方
法を教え，自らジャンクフードを遠ざける能力を育て
る。さらに，正しい食品の情報を自分たちで入手し，
それを活用することが必要だという問題意識から，将
来にわたってより良い生活を営むための基礎となる能
力と態度を育むよう配慮する必要がある。
　ここでは，有害食品を「主に長期で食べ続けると体
が悪影響になるジャンクフードを指す。」と定義して
いる。2006年3月18日『中国日報』の新聞記事による
と，現代のジャンクフードの上位10種類は，油で揚げ
物，漬物，ビスケット，炭酸飲料，インスタントラー
メン，缶詰，シロップ漬け果物，冷凍お菓子，焼き肉，
加工肉である。
　『実用日本語表現辞典』の解釈によれば，有害食品は，
「人体や環境などに悪影響を与える飲食物を意味する
語」と定義される。しかし，有害食品の内容について，
公的な形のはっきりした定義づけは，明らかではない。
　青少年の学生は成長期に毎日以上の食品を食べ続け
ると健康に大きく影響していくと思っている。だか
ら，日常生活に関わる食品の選択が大事なことを考え
られ，有害食品の識別，健康食品の判断などの学習を
通して，自分の食生活が健康的なチェック，自分で点
検できるようになると考えられている。
　中国では，健康食品もはっきりした定義がない。広
い意味では，「主に長期で食べ続けると体にいい食べ
物を指す。」とされる。中国栄養学会が発行した「中
国居民膳食指針（2007）」21）に紹介されていた健康食
品は，穀物，野菜，果物，豆，卵，魚，肉など７種で
ある。同時に，食品の栄養バランスについての詳しい
指導も掲載されていた。「中国居民膳食指針（2007）」
によると，栄養バランスのポイントは栄養を考えた食
品の組み合わせを中心にし，偏る食習慣を改善し，食
品の多様性を基本とすることとされている。例えば，
伝統的な主食を主に米，小麦などから玄米，トモロコ
シなどへ広げていくという意味である。
　一方日本では，健康食品の明確な定義がないため，
厚生労働省の説明を参考に「健康食品と呼ばれるもの
については，法律上の定義は無く，広く健康の保持増
進に資する食品として販売・利用されるもの全般を指
しているものである。」22）としている。そのうち，国
の制度としては，国が定めた安全性や有効性に関する
基準等を満たした「保健機能食品制度」がある。保健
機能食品制度は，いわゆる健康食品のうち，一定の条
件を満たした食品を「保健機能食品」と称することを
認める表示の制度である。表３に厚生労働省の食品分
類を示す。
表3．厚生労働省の食品分類
7．中国における小学校飲食教育への提言
　日本の食育では，2005年に「食育基本法」を実施し，
社会的な視点から食育を推進している。国民的な食育
推進運動が展開され，家庭や学校，保育所，地域など
が連携して食育に取り組んでいる。食育の推進を通し
て，国民が健全な心身を培い、豊かな人間性をはぐく
むことを目的としている。同年4月１日から，栄養教
諭制度が施行されることとなった。栄養教諭は，学校
給食を生きた教材として活用し，栄養や食事に関する
指導・教育を担当する。2006年に内閣府が示した「食
育推進基本計画」９）では，給食の時間を基本に，さらに，
家庭科と体育を中心に，各教科と総合的な学習の時間
を充実させ，学校全体で食育の実施を組織的，計画的
に推進するとされている。
　以上の日本における食育の推進過程から見ると，食
育は国の政策として，特に重視されている。食育の一
環として，学校教育の責務が重要であるとしており，
学校における食育を普及・定着させるため，食育基本
法に先立って栄養教諭の設置を制度化している。学校
教育活動全体を通じて食育の推進，各教科，全職員が
連携・協力した食に関する指導体制も重要である。
　日本は学校教育において食育を実施しているので，
食育についての取り組みや様々な教育活動を通して，
児童生徒は食知識を習得することができる。児童生徒
は幼い頃から食物，栄養のことを勉強し，食事のマナー
を理解し，食に関する生活習慣を身に付け，食の大切
さに対する理解及び正しい食べ方を習得し，栄養のバ
ランスを考えながら，食生活を営んで体の健康を保つ
ことができる。
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　中国は最近，食品安全問題が多発しており，食育に
関する法律，政策，体制なども未整備な状況にある。
　また，陸らの調査によると，「中国の食に関する教
育の内容の多くは疾病に関する食教育であり，まだ全
国民向けの食教育システムになっていない。食教育は
まだまだ始まりの段階にあると言わずにはならない。
食教育の主な内容は，現代疾病による調理知識や栄養
問題や偏食問題などであり，食品安全問題についての
認識はまだ触れていない」19）とされている。
　つまり，現段階では，食品安全状況を改善するため
の食育の課題も重視する必要があると思っている。
　陸少明，恽瑾は『新課程』という教育雑誌に「生存
教育现代城市小学生的必修课」20）（現代都市部におい
て，小学生は生きる力を育てる授業を必修とする）と
いう論文を発表した。この論文により，中国では，今
の段階の飲食栄養教育の内容はより良い食習慣を養成
することと健康食品及び食品安全のことを中心とし
て，健全な食生活を実践することができるように目指
して行われていることがわかった。
　劉智萍の論文「日本の学校における食育のプログラ
ムが中国に与える示唆」から引用したデータを見ると，
「1985年から2000年までの15年間で，7歳から18歳ま
での青少年男女の体重超過の検出率は，それぞれ“1.2%
と1.4%”から“12%と7%”に上昇し，そして肥満の検出
率はそれぞれ“0.2%と0.1%”から“5%と3%”に増加して
いる。2004年の調査結果によれば，10歳から12歳の
都会に住む児童の肥満検出率の上昇が著しく，1.17％
も上昇し，15.97%に達している。2005年の中国の生徒
体力健康調査によると，生徒の体力は下降状態にあ
り，体重超過と肥満は5年前よりもさらに深刻化して
いる。1980年代から，中国の児童糖尿病の発生率はほ
ぼ10年ごとで2倍に跳ね上がり，推計すると，青少年
の糖尿病患者数は1千万人近くいる」23）ということが
わかる。
　これらの問題を解決するには，学校教育において，
食育を実施する必要があり，義務教育段階から食育の
ための科目を設置したほうがよいと思われる。義務
教育段階で全国民に食育の要旨を伝えることができる
と，国民的な食育を推進することが容易になる。幼い
頃から食育を受けることによって，食に関する興味・
関心を持ち，食育を通じて，正しい食習慣を身に付け，
食生活習慣病を予防することができるであろう。
　しかし，中国の「飲食教育」は学校において全面的
には推進されていない。中国の東部地域には小学校で
飲食教育が試行されているが，一部の地域や年齢層に
限られている。食に関する教育内容と課程設置などが
まだ不足している。「飲食教育」に関する論文も教材
も多くない。2009年に発行された『小学校飲食教育読
本』は教育部の指定教材ではないから，全国の飲食教
育の共通教材には位置付いていない。 
　中国の飲食教育は食生活に関する教育として，食知
識，食品安全意識，食品の選択などの向上を目指すと
考えられており，義務教育段階の素質教育に組み込も
うとする傾向が見られる。また，栄養，健康及び全社
会の食品安全状況などを考えると，飲食教育を全面的
に実施・推進する必要性がある。今後の学校における
食育の推進がさらに期待されている。食育の推進が全
国に広がれば，青少年の食生活の問題を改善できる。
　今後，中国における飲食教育の方針に注目し，特に
中国の東部地域の飲食教育及び中国の小学校における
飲食教育の実際について明らかにしていきたい。あわ
せて，日本の小学校食育について，さらに研究を深め，
日本における成果を中国の小学校の飲食教育に役立て
られるようにしていきたい。
　これらの研究を継続し，日本と中国との交流などを
通じて，両国の食育の推進に関して積極的な役割を果
たしたいと考える。
　
8．中国における小学校飲食教育への展望
　今後，中国における小学校飲食教育への展望につい
ては，飲食教育は食の知識を教えるということだけで
なく，食生活に迫る子どもの健康問題と食生活の自己
管理能力，あるいは，食生活に関わる健康教育と生存
教育も含まれることを考えている。
　生存能力とは「積極的な生活態度と健康的な生活能
力を有する」23）ことである。児童生徒にとって，積
極的な生活態度は，生活の自立，勤労意識などである。
健康的な生活能力については，心身発達の健康，良い
生活習慣などである。
　中国の児童生徒に望ましい食生活の実践と食生活の
改善を全面的に推進するには，飲食教育と今後の健康
教育，生存教育の関係を示していく必要がある。これ
らの教育（飲食教育，健康教育，生存教育）と中国の
「素質教育」の内容を充実するとともに，特に飲食教
育を具体的に実践する内容を示していかなければなら
ない。これらを飲食教育の大きな課題として，継続し
て研究していきたいと考えている。
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